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■ 設定・運用は

商 号 等 ： アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号

加入協会 ： 一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

■ 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

商 号 等 ： みずほ証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号

加入協会 ： 日本証券業協会　一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会　一般社団法人第二種金融商品取引業協会

お申込みにあたっては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。



新型コロナウイルス感染拡大、
ロシアによるウクライナ侵攻など
生活のさまざまな面から、
多くの問題に直面しています。

実質GDP成長率
過去30年平均（1993～2022年）

エネルギー自給率
（2021年度）

+0.7％

食料自給率
カロリーベース
（2021年度、
概算値）

38％

13.3％

65歳以上の人口割合（2022年）

２9.0％

「失われた30年」と呼ばれる
日 を々過ごしてきた日本。

人口減少、低成長・・・。

出所：内閣府、総務省、農林水産省、資源エネルギー庁のデータをもとに
アセットマネジメントOne作成

※期間：1989年～2022年（年次）、2022年は総務省「人口推計」を使用
出所：国立社会保障・人口問題研究所、総務省のデータをもとにアセット

マネジメントOne作成

国内総人口と15歳未満および65歳以上の人口割合の推移

減少に転じた総人口と進展する超高齢社会

停滞するGDPと伸び悩む株価

65歳以上の人口割合（右軸） 15歳未満の人口割合（右軸）

総人口（左軸）

（％）（万人）

（年）

13,000

12,800

12,600

12,400

12,200

12,000

50

40

30

20

10

0
1989 1994 1999 2004 2009 2014 2019

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

0
100
200
300
400
500
600
700
800

（兆円）

1989 1994 1999 2004 2009 2014 2019

名目GDP（左軸） TOPIX（右軸）

（年）
※期間：【名目GDP】1989年～2022年（年次）【TOPIX】1989年1月～2023年6月（月次）
出所：内閣府、ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

名目GDPとTOPIXの推移

1

2※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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2※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。



これらの問題は多くの課題*を生みます。
これらの課題に向き合う企業には
数多くの収益の機会があると私たちは考えています。

私たちは、ニュース・市場調査・数多くの企業取材など、
各種調査活動を通じ多くの気付きを得ることができます。
私たちは、ニュース・市場調査・数多くの企業取材など、
各種調査活動を通じ多くの気付きを得ることができます。

政策的な支援・市場改革の進展による後押しや
大きな社会トレンドの変化などを的確にとらえる
ことで、企業の成長の確信度が高まると考えます。

確信度が高い成長分野のなかで、課題
解決に向き合う企業は、より高い成長を
実現できる企業であると考えます。

協働ロボット

センサー高度化の追い風および
安全関連の規制緩和により、
人間と近い距離で高度な自動
化作業を行う産業用ロボットの
普及が期待されます。

車載モーター

脱炭素化、環境規制などから自
動車の電動化が急速に進むなか、
電気自動車普及の重要な構成
要素となることが予想されます。

例えば

再生可能
エネルギーの
普及

ロボット市場
の拡大

製造業の
国内回帰

電気自動車
普及

中小企業に
対する適切な
事業承継

情報格差の
是正

必要な
産業への

労働力再配置

ＤＸ（デジタル
トランスフォー
メーション）
の普及

企業の
海外ビジネスの
投資促進

持続可能な
暮らしの実現

日本版
スチュワード

シップ・コード
導入

東証・

資本コストや

株価を意識した

経営へのお願い

Socie
ty 

5.0

政策的な支援・
大きな社会トレンドなど

アフター
コロナ

2023

骨太の方針

（新しい 

資本主義）

将来を支える企業群による
日本経済の再生

将来を支える企業群による
日本経済の再生

将来を支える企業群による
日本経済の再生

将来を支える企業群による
日本経済の再生

成
長
企
業

見
極

め

の

課  題

※上記はイメージであり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。また、確信度のより高い成長分野のイメージを示すために掲載したもので、当ファンドにおいて当該分野
に関連する銘柄に投資するとは限りません。
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※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

＊当資料における「課題」とは、当ファンドのファンドマネジャーが企業を選定する際に着目する日本社会におけるさまざまな問題を解決するための取り組みを想定しています。ただし、日本社会のすべての
課題を指すものではありません。また、当ファンドは、日本社会の課題に着目しますが、金融庁が定義する「ESG投信」ではありません。
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ファンドのポイント

徹底したボトムアップ＊1で企業の長期的な成長力を
見極める

Point

アセットマネジメントOneの日本株リサーチ体制を
徹底的に活用

時価総額にとらわれない、オールキャップ＊2投資
＊2 オールキャップとは、わが国の金融商品取引所上場株式すべてを指します。

＊1 ボトムアップとは、個別銘柄を調査・分析して魅力の高い銘柄を発掘する手法です。

Point

1

2

Point

3

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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※2023年6月末時点
※成長カテゴリーは今後、変更されることがあります。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

徹底したボトムアップで企業の長期的な成長力を見極める　　　

●200以上の製品やサービスを日々の暮らしや日本の課題と関連のあるものに着目した約30の「成長カテゴリー」に分類し、
それぞれにおける潜在的な成長力と投資機会を見極めます。

●徹底したボトムアップで企業調査の段階から「成長カテゴリー」を活用し、そこに個別企業を関連付けて調査・分析・比較しポート
フォリオを構築します。 

成長カテゴリー 主な注目ポイント

クラウド（バックオフィス・インフラ）

Point1

成長カテゴリーと注目ポイントの例

省力合理化

人材系ビジネス・アウトソース

カーエレクトロニクス

エネルギー・環境材料

省エネルギー

金融サービス

医療機器

医薬品

ITサービスインフラ

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

センサー高度化による追い風や安全に関する規制の緩和により、人間と近い距離で高度な自動化
作業を行う産業用ロボットの増加が見込まれます。
半導体分野をはじめとする企業の国内生産回帰に伴って、工場の立ち上げと操業維持に関わる
人材需要拡大が見込まれます。
電気自動車や先進運転支援システムの普及が進むうえで車載電装品などの需要増加が見込
まれます。
製鉄における高炉法から脱炭素メリットがある電炉法への転換に代表される、環境負荷軽減の
ための改良・更新投資の拡大が期待されます。
電気自動車やモバイル機器に代表される電気駆動製品の性能・耐久性向上のための関連分野に
おいて、成長が期待されます。

新たな治療法の確立によるアンメットメディカルニーズ(いまだに有効な治療方法がない疾患に
対する医療ニーズ)を満たす新薬の開発が期待されます。
リアルワールドデータ(日常の実臨床のなかで得られる医療データ)を活用した解析サービス
などの普及が予想されます。

IT化が遅れている中小零細の小売店舗などへのDX化の進展が期待されます。

中小企業の経営者の高齢化とその後継者不足から事業承継型M&Aの増加が期待されます。

手術支援ロボット先行大手の特許切れを迎え、市場が急ピッチで拡大することが期待されます。
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88

時価総額にとらわれない、オールキャップ投資

当資料では大型株・中型株・小型株を、大型株：TOPIX 100（TOPIX算出対象のうち、時価総額、流動性の特に高い100銘柄）、中型株：TOPIX Mid400（TOPIX 100についで、
時価総額、流動性の特に高い400銘柄）、小型株：大型株・中型株以外の銘柄として分類します。

Point2

※上記は作成時点での情報であり今後予告なく変更される場合があります。
※上記はあくまでもイメージであり、すべてを表したものではありません。

※上記は作成時点での情報であり今後予告なく変更される場合があります。
※上記はあくまでもイメージであり、すべてを表したものではありません。

※上図の成長カテゴリーは必ずしも規模別で固定されるものではありません。また、P6の成長カテゴリーと必ずしも一致するものではありません。※上図の成長カテゴリーは必ずしも規模別で固定されるものではありません。また、P6の成長カテゴリーと必ずしも一致するものではありません。

●企業規模・時価総額にとらわれない、オールキャップ投資により日本企業の成長をとらえることをめざします。

大型株

大型株 中小型株

省力合理化

自動車・
自動車部品

ITサービス
インフラ

カーエレクトロ
ニクス

医療機器

エネルギー・
環境材料

人材系ビジネス・
アウトソース

通販・Eコマース

クラウドサービス

規模別成長カテゴリー（イメージ）

成長ステージのイメージ

大型株には、国内経済の成長を享受できる企業の
ほか、企業規模による強みを活かし国外の成長も
享受できる外需に強い企業も含まれることが特徴
です。グローバルに事業を展開する自動車・電気
機器といった企業だけではなく、経営力や戦略性
など、大型株ならではの規模のメリットを活かした
企業の成長をとらえます。

成長ステージの後期もしくは成熟期においてもシェア
拡大を続けるような強じんな企業が多数存在し、
市場の成長ピークアウト後においてもそのメリットを
享受することが期待できます。

成長ステージのイメージ
中小型株は、特定の分野において高シェアや独自
優位性を有する企業が多く存在します。そのような
企業の成長サイクルの初期段階から投資すること
によって高いリターン獲得につながることが期待
できます。

中小型株
大型株と比較して内需比率が高い企業が多いこと
が特徴です。急速に進行する人口減少や高齢化に
こたえるべくニーズをとらえたサービスなどは、
今後高齢化が進む諸外国でも有用なものとなり
ます。独自優位性を有する企業などを発掘し、その
成長をとらえます。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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優位性を有する企業が多く存在します。そのような
企業の成長サイクルの初期段階から投資すること
によって高いリターン獲得につながることが期待
できます。

中小型株
大型株と比較して内需比率が高い企業が多いこと
が特徴です。急速に進行する人口減少や高齢化に
こたえるべくニーズをとらえたサービスなどは、
今後高齢化が進む諸外国でも有用なものとなり
ます。独自優位性を有する企業などを発掘し、その
成長をとらえます。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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10

アセットマネジメントOneの日本株リサーチ体制を徹底的に活用

●アセットマネジメントOneの日本株運用に携わる複数の部署のリサーチ力を横断的に活用して、日本を根幹で支えることができる
企業や、今後の成長を担うことが期待される企業の株式を選び出します。

当ファンドの運用を担当するチームは、成長株に特化した経験豊富なファンドマネジャーおよびアナリストで構成されています。「競争優位
性に裏付けられた中長期で成長性を有する企業を早期に発掘し投資を行うことで収益の獲得をめざす」を投資哲学に活動をしています。

現在、日本は環境問題や労働力不足問題などを抱えていますが、技術の進化によりこれらの課題を解決する大きな変革の時期に差し掛かっていると考えて
います。企業も積極的に技術を取り入れ、事業構造を変えることで収益構造を大幅に改善しようとしています。私たちはこの変化をリサーチを通じて迅速に
把握し、同時に企業との対話を通じて企業価値の向上を促しています。
「みずほ日本オールキャップ株式ファンド」では、企業規模・時価総額にとらわれない、オールキャップ投資により日本企業の成長をとらえることをめざします。
みなさまの中長期的な資産形成のお力になれるよう、私たち運用チームはこれからも日本の未来を常に先取りしていく気概をもって運用に取り組んでまい
ります。「みずほ日本オールキャップ株式ファンド」にどうぞご期待ください。

1997年、富士投信投資顧問（現アセットマネジメント
One株式会社）入社。1997年から一貫して中小型株
チームにアナリスト・ファンドマネジャーとして従事。
長年の運用経験によりほぼすべての業種において
リサーチを経験。数値に裏付けられた鋭い洞察力に
加え、親しみやすさから企業の信頼も厚く、対話に
よって成長の源泉となる課題解決に向けた経営戦略の
実現をサポートしている。

Point3

運用チームのご紹介

日本株式チーム＊１
株式運用グループ

中小型株中心に
企業調査、業績予想、
エンゲージメント（企業との対話）
広範な調査範囲と豊富な情報

運用部門との情報連携

約500銘柄＊2

（中小型株中心）

調査グループ
マクロ経済環境の調査・分析

【リサーチ件数】
約3,000件（2022年度）

運用担当者

運用担当者からのメッセージ

株式運用グループ 国内株式担当ファンドマネジャー

運用担当ヘッド　

岩本　誠一郎
2000年、富士投信投資顧問（現アセットマネジメント
One株式会社）入社。2006年から中小型株チーム
などでアナリスト・ファンドマネジャーとして従事。
担当業種のひとつである機械や半導体製造装置では
国内外、大型・中小型と垣根なくカバーするなど専門
性が高い。これらの知見を活かし、製造業に対しても
数年にわたる長期的な対話を通じて成長への支援を
続けている。

株式運用グループ 国内株式担当ファンドマネジャー

運用担当　

前川　文彦

リサーチチーム

スチュワードシップ推進グループ
エンゲージメント活動・議決権行使

大型株中心に
企業調査、業績予想、
エンゲージメント（企業との対話）
広範な調査範囲と豊富な情報

約700銘柄＊2

（大型株中心、
TOPIX時価総額の約90％）

【リサーチ件数】
約6,200件（2022年度）

＊2 各チームの調査銘柄数＊1 当ファンドの運用を担当するチーム

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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※上記はマザーファンドの運用プロセスです。
※運用プロセスは、有価証券届出書提出日（2023年8月8日）時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

運用プロセス

全上場銘柄 約3,800銘柄

リサーチプラットフォーム活用
定量スクリーニングの実施 ① 株式運用グループのリサーチプラットフォームを活用し、銘柄を選別（大型株）

② 定量スクリーニングによる成長銘柄の選別（中小型株中心）

個別企業調査の実施
スコアリングによる総合評価
（「競争力の優位性」を重視した選別）

株価バリュエーションを勘案
成長カテゴリーの分散

調査対象ユニバース 約1,000銘柄

投資対象ユニバース
約300銘柄

ポートフォリオ構築
約80～120銘柄

STEP 1：調査対象ユニバースの選別

① 調査対象ユニバースの銘柄について、個別銘柄の成長カテゴリーを明確化
② 調査対象ユニバースの銘柄について、スコアリングを実施
③ 「競争力の優位性」など定性面を重視し、投資対象ユニバース約300銘柄を選別

STEP 2：投資対象ユニバースの選別

① 成長力対比での株価バリュエーションを勘案
② 成長カテゴリーを活用した分散投資
③ 各成長カテゴリーの潜在的な市場規模を参考にしながら組入比率を決定し、
　 ポートフォリオを構築

STEP 3：株価バリュエーションを勘案し、ポートフォリオを構築

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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※2023年6月末時点
※組入比率は組入株式評価額に対する割合です。四捨五入の関係で100％にならない場合があります。
※業種は東証33業種分類に基づいています。

2023年6月末時点のモデルポートフォリオです。当ファンドのイメージをつかんでいただくためのものであり、実際のポートフォリオとは異なります。

※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

モデルポートフォリオ①

業種別組入比率 規模別組入比率

成長カテゴリー別組入比率

省力合理化 7.0%

医薬品
6.7%

ITサービスインフラ
6.1％

医療機器 7.2%

金融サービス 8.1%

化学 6.7%

小型株
24.4%

中型株
39.9%

大型株
35.7%

その他
65.0%

電気機器
19.6%

その他
39.1%

情報・通信業
12.7%

サービス業
12.8%

機械 
9.0%
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※2023年6月末時点
※組入比率は組入株式評価額に対する割合です。
※業種は東証33業種分類に基づいています。

※上記の個別銘柄は、当ファンドへの組入れや保有の継続を示唆・保証するものではありません。また、掲載した個別銘柄の売買を推奨するものではありません。
※上記は過去の情報であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

モデルポートフォリオ②

組入上位10銘柄

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

信越化学工業

ジャパンマテリアル

ルネサスエレクトロニクス

スズキ

イビデン

ローム

デンソー

シスメックス

ダイキン工業

アステラス製薬

化学

サービス業

電気機器

輸送用機器

電気機器

電気機器

輸送用機器

電気機器

機械

医薬品

半導体材料

人材系ビジネス・アウトソース

カーエレクトロニクス

輸送用機器

通信計測器

省エネルギー

自動車・自動車部品

医療機器

省エネルギー

医薬品

2.1%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

1.6%

大型株

小型株

大型株

大型株

中型株

中型株

大型株

大型株

大型株

大型株

銘柄名 組入比率規　模

組入銘柄数：92銘柄

成長カテゴリー業　種

　2023年6月末時点のモデルポートフォリオです。当ファンドのイメージをつかんでいただくためのものであり、実際のポートフォリオとは異なります。
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※2023年6月末時点。組入比率は組入株式評価額に対する割合です。業種は東証33業種分類に基づいています。
※上記は過去の情報または作成時点の見解であり、投資環境の変化などにより予告なく変更される場合があります。将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
　また、当該個別銘柄の掲示は、取引の推奨を目的としたものではありません。今後も上記銘柄のファンドへの組入れや保有を継続するとは限りません。 

銘柄紹介①

【評価のポイント】
• 車載用半導体が高速で低消費電力化を求められるなか、同社

製品は性能だけでなく、幅広いラインアップとそれらを組み
合わせて提供する販売戦略が他社との差別化につながって
いるとみています。

• 近年では金融・企業再生に知見が深い経営者のもとで複数の
海外企業の買収を通じてインフラやIoT（モノのインター
ネット）用半導体に注力しています。

成長カテゴリー／カーエレクトロニクス

ルネサスエレクトロニクス
車載用半導体においてグローバルで高いシェアを誇る

車載用半導体分野は、自動車の電動化や電装化に進展が見込まれるなか、性能の高度
化を伴った大幅な数量の増加が見込まれる高成長市場です。その市場規模は、世界の
半導体市場全体の伸びを大きく上回ると予想されています。

※期間：2020年～2030年（2025年、2030年はASML予想）
出典：ASML

半導体市場全体および車載用半導体の市場規模見通し

業 種 電気機器 規 模 大型株 組入比率 1.7％

【評価のポイント】
• ADASや電動化に関連する製品に注力してい
ます。巨額の研究開発投資を先行したことで、
ADAS関連製品をフルラインアップの提供が
可能です。4輪販売台数世界首位のトヨタ
グループを中心に国内外問わず拡販が進む
ことが見込まれます。 

成長カテゴリー／自動車・自動車部品

デンソー
国内最大の自動車部品メーカーで車載電装品に強みを有する

先進運転支援システム（ADAS＊）分野は、利用者の安全性向上をめざし、多くの国や
地域でその技術の普及を促進する政策や規制が増えています。これらを背景として
1台当たりに搭載されるADAS関連製品の数量が増加していくことが見込まれます。
＊Advanced Driver-Assistance Systems。利用者の安全・快適を実現するために利用者に

代わって自動車を制御するなどの運転を支援する機能の総称。

※期間：2020年～2028年（年次、2021年以降はStatista予想）
※上記はStatistaが各国の統計局、業界団体等が発表した数値をもとに独自に推計したデータ
　となります。
出典：Fortune Business Insights、Statista

ADASの市場規模見通し

業 種 輸送用機器 規 模 大型株 組入比率 1.6％

0
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233

373
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※2023年6月末時点。組入比率は組入株式評価額に対する割合です。業種は東証33業種分類に基づいています。
※上記は過去の情報または作成時点の見解であり、投資環境の変化などにより予告なく変更される場合があります。将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
　また、当該個別銘柄の掲示は、取引の推奨を目的としたものではありません。今後も上記銘柄のファンドへの組入れや保有を継続するとは限りません。 

銘柄紹介②

ICパッケージ基板＊の需要見通し

【評価のポイント】
• 米国の半導体大手企業に対して生成AI向けGPU＊

パッケージ基板を提供しています。AI用のサーバー
には複数の半導体を基板上に載せて集積化する技術
が採用されており、高い技術水準が求められます。
＊膨大な演算処理が求められるAI向けに、画像処理を行う
装置であるGPUが利用される。

成長カテゴリー／通信計測器

イビデン
業 種 電気機器 規 模 中型株

半導体パッケージ基板やモジュール基板を製造販売

学習したデータなどをもとに新たな情報やコンテンツをアウトプットする「生成AI
（人工知能）」の世界的な普及拡大を背景に、従来の高速処理サーバーとは性能が
異なる並列処理を得意とするAIサーバーの需要が高まりつつあります。これにより、
半導体もAI用に同様の性能が求められており、半導体分野の大きな成長が見込まれ
ています。

【評価のポイント】
• エンジニア出身の経営者のもとで社内のDX化が

進んでいます。AIやビッグデータなどを活用して
買い手と売り手を効率的にマッチングさせること
で、案件成約までの期間を短縮化させています｡

M&A総研ホールディングス
事業承継型M&Aの仲介事業を手掛ける

業 種 サービス業 規 模 小型株

＊東京商工リサーチの企業データベースをもとに算出。「経営者」には、代表取締役社長のほか、
個人事業主や理事長などを含む。
※期間：2010年～2022年（年次）
出所：東京商工リサーチのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

＊半導体への電源供給やプリント配線板を接続するための微細な電気信号回路を有した電子基板
※期間：2019年～2025年（年次、2022年以降はイビデン予想）
出所：イビデン「2022年度決算説明会資料」をもとにアセットマネジメントOne作成

経営者＊の平均年齢

成長カテゴリー／金融サービス
中小企業の経営者の高齢化が進む一方で、後継者の不在から黒字であるにもかかわ
らず廃業せざるを得ない企業が増加しています。このような環境のなか、経営力の
ある大手企業や若い経営者を有する中小企業などへ事業承継を目的に企業の売却を
行うM&A（企業の吸収・合併）が注目されています。

組入比率 1.7％ 組入比率 1.5％
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ファンドの特色

主として、わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。）に投資を行い、
信託財産の成長をめざして積極的な運用を行います。

銘柄調査と企業との対話に基づき、これからも日本を根幹で支えることができると判断
される企業や、今後の成長を担うことが期待される企業を組入候補銘柄として選定し
ます。

ポートフォリオ構築にあたっては、多様な成長機会を取り込むために、成長カテゴリー＊
を活用し、株価水準も勘案しながら分散投資を行います。

・日本オールキャップ株式マザーファンド（以下「マザーファンド」という場合があります。）への投資を通じて、わが国の金融商品取引所
上場株式（上場予定を含みます。）に実質的に投資を行います。なお、マザーファンドの組入比率は、原則として高位を維持します。
・株式の実質組入比率は、原則として高位を維持します。

＊「成長カテゴリー」とは、製品・サービス等について、成長力や投資機会を見極めるために当社が独自に策定した分類です。

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

1

2

3
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ファンドの投資リスク

基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに
帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる場合があります。したがって、分配金の水準は、
必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎
の取得元本のことで、受益者毎に異なります。

●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に
分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

株式の価格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、発行企業の業績・経営状況の変化、市場の需給関係等の影響を受け変動します。株式市場や
当ファンドが実質的に投資する企業の株価が下落した場合には、その影響を受け、基準価額が下落する要因となります。また、当ファンドは実質的に
個別銘柄の選択による投資を行うため、株式市場全体の動向から乖離することがあり、株式市場が上昇する場合でも基準価額は下落する場合が
あります。

有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動します。当ファンドが実質的に投資する株式
の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される場合、信用格付けが格下げされた場合等には、株式の価格が下落したり、
その価値がなくなることがあり、基準価額が下落する要因となります。

有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影響を受ける場合があります。一般に市場規模が小さい
場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよ
ぼす要因となります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

《分配金に関する留意事項》

株価変動リスク

信用リスク

流動性リスク
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お申込みメモ（ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。） 

お客さまにご負担いただく手数料等について
（みずほ証券でお申込みの場合） 

● ご購入時

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

当初申込期間 ： 2023年8月24日～2023年8月30日
継続申込期間 ： 2023年8月31日以降

当初申込期間 ： 1口＝１円
継続申込期間 ： 購入申込受付日の基準価額（基準価額は１万口当たりで
　　　　　　　表示しています。）

販売会社が定める単位（当初元本１口＝１円）

販売会社が定める単位
換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額
原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

無期限（2023年8月31日設定）

信託契約の一部解約により、純資産総額が30億円を下回ることと
なった場合等には、償還することがあります。

毎年8月16日（休業日の場合には翌営業日）

決算日に収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※分配対象額が少額の場合には、分配を行わない場合があります。

当ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱われます。原則として、
分配時の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還
差益に対して課税されます。
※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」および未成年

者少額投資非課税制度「ジュニアNISA」の適用対象です。なお、2024年1月1日
以降は、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度の適用対象となり
ます。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となることがあります。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける
場合があります。

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを
得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止すること
およびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合が
あります。

購入の申込期間

購入単位

購入価額

換金単位
換金価額
換金代金

換金制限

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係

購入・換金申込
受付の中止
および取消し

購入金額に応じて、購入価額に以下の手数料率を乗じて得た額とします。
購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、ならびに
購入に関する事務手続き等にかかる費用の対価として、販売会社に支払
われます。購入時手数料

● ご換金時
ありません。換金時手数料
換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。信託財産留保額

● 保有期間中（信託財産から間接的にご負担いただきます。）
ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.4575％（税抜1.325％）

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の
諸費用、外国での資産の保管等に要する費用、監査費用等が信託財産
から支払われます。
※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により

異なるものがあるため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示することが
できません。

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

信託財産の運用、目論見書等各種書類の作成、
基準価額の算出等の対価

1億円未満
1億円以上3億円未満

3億円以上

3.30％（税抜3.0％）
1.65％（税抜1.5％）
0.55％（税抜0.5％）

運用管理費用
（信託報酬）

その他の
費用・手数料

購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類
の送付、口座内でのファンドの管理等の対価
運用財産の保管・管理、委託会社からの運用指図
の実行等の対価

支払先

委託会社

販売会社

受託会社

年率0.65%

年率0.65%

年率0.025%

内訳（税抜） 主な役務
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ご注意事項等

【指数の著作権等】
東証株価指数（TOPIX）の指数値および東証株価指数（TOPIX）にかかる標章または商標は、株式会社JPX総研または株式会社JPX総研の関連会社（以下「JPX」という。）の知的財産であり、指数の
算出、指数値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）に関するすべての権利・ノウハウおよび東証株価指数（TOPIX）にかかる標章または商標に関するすべての権利はJPXが有しています。

委託会社その他関係法人の概要

■ 委託会社 アセットマネジメントOne株式会社
信託財産の運用指図等を行います。

照会先

アセットマネジメントOne株式会社

■ 受託会社 みずほ信託銀行株式会社
信託財産の保管･管理業務等を行います。

■ 販売会社 みずほ証券株式会社　他
募集の取扱いおよび販売、投資信託説明書（目論見書）・運用報告書の交付、収益分配金の再投資、収益分配金、一部解約金および償還金の支払いに関する事務等を行います。

・コールセンター　0120-104-694　受付時間：営業日の午前9時～午後5時
・ホームページアドレス　http://www.am-one.co.jp/

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。
●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●当ファンドは、実質的に株式等の値動きのある有価証券に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、

投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて
投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありま
せん。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
●投資信託は

預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通して購入していない場合には
投資者保護基金の対象にもなりません。
購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

1. 
　 
2. 
3. 


